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地域別
最低賃金マップ

※金額・発効月は答申時

発効月
10月 緑
11月 青
12月 黒

東京

宮崎 交通
通信
交通
通信

最低賃金1085円 水道・光熱

最低賃金1280円

1895円
最低生計費

最低生計費
1924円

水道・光熱水道・光熱交通・通信交通・通信

住居費住居費 食費

そ
の
他

住
居
費

住
居
費

そ
の
他

税・社会
保険

税・社会
保険

食費

生計費はおなじ。
生計費はおなじ。

時給の差は 195円
年収で 35万円
最高 1280円・東京
最低 1085円・宮崎

発効日の
先送りで
格差拡大

地方は
交通費
住居費

都市部は
交通費　　住居費

地域別最低賃金制度である限り、地域間格差はなくなりません。都市
部も地方も、生計費は同じです。時給で195円、月３万５000円もの格
差は若者の流出や地域経済の疲弊を招きます。毎年２円縮めても解消
に100年。中小企業支援を強め、全国一律最低賃金を実現しましょう。

最低賃金はちがう。最低賃金はちがう。高
低

高低

生活にかかるお金はどこでもおなじ

最低賃金も
全国一律へ

だ
か
ら

最賃の格差をなくし
、

若者がくらせる地域
を！

時代遅れの地域別最低賃金はもう変えよう！

単位：円

最低賃金を全国一律にして、大幅に引き上げるには、公正取引の強
化や社会保険料の減免、直接支援など、中小企業支援の抜本的な
強化が不可欠です。最低賃金法を改正し、地域経済を支える中小企
業への支援を国に義務付けましょう。

先進国の最賃は日本の2.5倍
先進国では全国一律が主流。「地域間格差への配
慮」を口実にした引き上げの抑制がないから、高
い水準の引き上げが確実に実施されています。

国の責任で中小企業支援を！

2,736 2,862 2,783 2,709

1,085

各国の最低賃金額

署名しよう

全労連
「中小企業
支援の提言」
はこちら⇒

全国一律
最低賃金

地域経済活性化・若者がくらせる地域
～持続可能で魅力ある地域づくりに～

賃上げ
助成

社会保険料
負担軽減

公正な
取引

全労連調べ（2026年９月現在）
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【取扱団体】全国労働組合総連合（全労連）・国民春闘共闘委員会 （2026.10）

　2026年の最低賃金改定では、最高額は東京都1280円、最低額は1085円となり、その差は195円に及んでいます。発
効日は37都道府県で10月となったものの、11月７県、12月３県と先送りがされています。同じ最低賃金額でも年間の賃金
収入に差が生じています。地域別最低賃金制度のもとでは依然として大きな地域間格差が残され、地方から都市部へ
の人口流出や地域経済の疲弊を招いています。また、急激な物価高騰の中、最低賃金近傍で働く労働者からは「これ
では暮らしていけない」と切実な声が上がっています。
　私たちが全国31都道府県、５万人を超える参加で取り組んできた最低生計費試算調査では、都市部では家賃、地方
では自動車維持費など支出が大きい費目は異なるものの、「８時間働けば人間らしく暮らせる」ために必要な生計費は全
国どこでもほぼ同じであることが明らかになっています。
　しかし、現行の最低賃金法は、最低賃金決定の３要素「地域における労働者の生計費、労働者の賃金および通常の
事業の賃金支払能力」を総合的に考慮して最低賃金を決定する仕組み（最低賃金法第９条）となっています。そのため、
最低賃金の低い地域は、その地域の低い賃金水準が維持されやすく、高い地域も低い地域との均衡が意識されること
などから、地域別最低賃金制度は、地域間格差を温存し、引き上げを抑制する構造となっています。
　最低賃金法を改正し、生計費を基本とした全国一律最低賃金制度を実現することで、誰でも、全国どこでもふつうに
働けば人間らしい暮らしを営むことができます。それは若者の経済的自立や家族形成を後押しし、地域経済の活性化と
人口減少に歯止めをかけることにもつながります。
　あわせて、最低賃金の全国一律化と大幅引き上げを実現するためには、国の責任による中小企業・小規模事業者へ
の抜本的な支援の強化が不可欠です。そのため、最低賃金法第9条の決定要素から事業者の賃金支払能力を除外し、
生計費を基本として最低賃金を決定する制度へ改めるとともに、中小企業・小規模事業者に対する十分な財政支援や
原材料費及び人件費を適正に価格転嫁できる制度を国の責任で整備することを求めます。
　つきましては、以下の事項について措置されるよう請願します。

※氏名・住所欄は「〃」「同上」は不可、住所は都道府県から番地までご記入ください。
※この署名用紙は、国会の請願以外の目的に個人情報が利用されることはいっさいありません。

氏　名 住　所

最低賃金 全国一律制度
の法改正を求める

国会請願署名衆議院議長　殿
参議院議長　殿

1．すべての働く人に人間らしい生活を保障するため、最低賃金法を改正し、生計費を基本とした全
国一律最低賃金制度を実現すること。

2．最低賃金の引上げを円滑に実施するため、中小企業・小規模事業者への十分な財政支援を行うと
ともに、原材料費及び人件費が価格に適正に反映される仕組みを総合的に整備すること。
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